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Chemical and biological warfare agents (CBWA's) are diverse in nature; volatile acute low-molecular-weight toxic
compounds, chemical warfare agents (CWA's, gaseous choking and blood agents, volatile nerve gases and blister a-
gents, nonvolatile vomit agents and lacrymators), biological toxins (nonvolatile low-molecular-weight toxins, pro-
teinous toxins) and microbes (bacteria, viruses, rickettsiae). In the consequence management against chemical and bio-
logical terrorism, speedy decontamination of victims, facilities and equipment is required for the minimization of the
damage. In the present situation, washing victims and contaminated materials with large volumes of water is the basic
way, and additionally hypochlorite salt solution is used for decomposition of CWA's. However, it still remains unsolved
how to dispose large volumes of waste water, and the decontamination reagents have serious limitation of high toxicity,
despoiling nature against the environments, long ˆnishing time and non-durability in eŠective decontamination. Name-
ly, the existing decontamination system is not eŠective, nonspeciˆcally aŠecting the surrounding non-target materials.
Therefore, it is the urgent matter to build up the usable decontamination system surpassing the present technologies. The
symposiast presents the on-going joint project of research and development of the novel decontamination system against
CBWA's, in the purpose of realizing nontoxic, fast, speciˆc, eŠective and economical terrorism on-site decontamina-
tion. The projects consists of (1) establishment of the decontamination evaluation methods and veriˆcation of the exist-
ing technologies and adaptation of bacterial organophosphorus hydrolase, (2) development of adsorptive elimination
technologies using molecular recognition tools, and (4) development of deactivation technologies using photocatalysis.
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1. はじめに

1995 年の東京地下鉄サリン事件，1,2) 2001 年の合

衆国郵便物炭疽菌事件3)においては，大量破壊兵器

である化学兵器用剤（chemical warfare agent：化

学剤 )46)や生物兵器用剤（ biological warfare a-

gent：生物剤)7)が用いられ，戦闘員ではなく一般

市民に多大な被害（サリン事件：12 名死亡，約

5000 名負傷；炭疽菌事件：5 名死亡，十数名負傷）

が引き起こされ，全世界に強烈なテロの脅威を与え

た．これら生物化学テロ事件で用いられた剤の量

（サリン事件：5 車両で約 3 kg サリン；炭疽菌事

件：封筒内炭疽菌芽胞）は少ないが，日常には接し

ない特殊な危険物であるために，当時の対処は適切

であったとは言い難い．また，生物化学テロの発生

頻度はかならずしも高いとは思われないが，9.11

同時多発テロ以降，テロの発生を前提として行政は

その対策の強化をはかっている．Figure 1 に生物化

学テロ対処のタイムフレームを示すが，適切なテロ

対処には様々な対応・準備が必要となる．その一環

として，対応する科学技術施策の推進が明確に求め

られているが，テロ対処の中では，特に使用された

生物化学剤の検知［事前管理（危機管理：crisis

management）の危険物モニタリング，セキュリテ

ィチェック，感染症サーベイランス；事後管理

（ consequence management）の現場検知（ on-site

detection）］と特定［事後管理，事件管理（incident

management）の分析，診断］が重要視されており，

米国を中心として先進諸国では取り組みがなされて

いる．生物化学剤の現場検知，8,9)ラボ分析に関して

は，10,11)筆者らが解説している．薬学関係者が関与
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Fig. 1. Chemical and Biological Terrorism Countermeasure
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するものとしては，治療に関連して解毒薬やワクチ

ンの開発があり，欧米では積極的に研究開発が行わ

れているが，わが国ではその対応が十分とは言えな

い．さらに，除染や防護に関しては，従来の経験に

基づいて行われているのみであり，科学的なメスは

入っていない．現場からのニーズも高く，安心で安

全な社会の実現を目指すためには，産学官挙げて早

急に取り組むべき課題である．本論文では，まず対

象となる生物化学剤の特性，特に物性と毒性に関し

て述べ，次にテロ現場における除染のニーズとコン

セプトを解説する．そして，除染の現状，技術につ

いて解説し，最後に筆者らが実施している除染法の

開発研究を紹介する．

2. 生物化学剤の特徴12)

2-1. 化学剤の特徴 化学剤46)は低分子の合成

化合物であり，作用により，神経ガス（nerve gas），

びらん剤（blister agent），窒息剤（choking agent），

血液剤（blood agent），くしゃみ剤（嘔吐剤，

vomit agent ），催涙剤（暴徒鎮圧剤， tear gas,

lacrymator），無力化剤（incapacitating agent）に分

類される．物性的にも，常温常圧で気体である窒息

剤，血液剤，揮発性の液体である神経ガス，びらん

剤，難揮発性の液体，固体であるくしゃみ剤，催涙

剤，無力化剤と様々である．本総説では，精神作用

を持ち毒性作用が他と異なり化学兵器としての作用

に疑問が持たれている無力化剤（3-キヌクリニジル

ベンジラートなど）は除外する．化学テロにおいて

は，蒸気又はエアロゾルとして剤が散布され暴露を

受けた被害者が吸入などで体内に摂取して毒性を受

けるので，Fig. 2 に構造式とともに物性としては

20°C での揮発度（mg/m3），13)毒性値としては吸入

半数致死濃度（LCt50，mg ･ min/m3)4)を示す．た

だし，カプサイシンの揮発度は蒸気圧測定不能の理

由によりデータはない．揮発度の小さい化学剤は液

体，固体を分散させたエアロゾルとして散布され

る．これら物性，毒性面で様々な化学剤は，民生用

途が高いものから日常では使用しない特殊なものま

で幅広く，民生用途のない毒性の特に強い神経ガ

ス，びらん剤は，化学兵器禁止条約14)を受けて制定

された化学兵器禁止法（化学兵器の禁止及び特定物

質の規制等に関する法律，1997 年 3 月 19 日施行）

において「特定物質」のうちの「毒性物質」として

指定され，その製造，所持，使用は禁止されてい

る．15)

ガス性化学剤のうちの「窒息剤」は，鼻，喉，肺

等の呼吸器系に傷害を与え，呼吸を困難にする作用

により毒性を発揮する．分子内に活性な塩素原子を

有し，水や生体分子と反応して刺激性の塩酸を発生

し粘膜を爛れさせ，生体分子を塩素化し機能を阻害

する．第一次世界対戦において兵器として使用され

た塩素，ホスゲンや，農薬などの燻蒸剤としてわが

国で広く用いられているクロルピクリンなどがあ
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Fig. 2. Structures and Properties of Chemical Warfare Agents
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る．ホスゲンは遅効性であり，刺激のないままに肺

胞に取り込まれ，数時間後塩酸を生成し肺気腫を引

き起こす．反応性が比較的に高いので，水中で加水

分解させると毒性に必要な揮発性と反応性が失われ

る．

「血液剤」は即効性であり，血液成分のヘモグロ

ビンを介して細胞の正常な酸素消費を阻害して毒性

を発揮する．青酸や塩化シアンは呼吸酵素チトク

ロームオキシダーゼと結合し活性を阻害することに

より，アルシンは赤血球を破壊することにより毒性

を示す．金属のメッキ加工に使われるなど民生用途

の高い青酸，工業用途で使われる塩化シアン，アル

シンなどがある．青酸は，第一次世界大戦でも初期

に兵器として用いられたが，大気比重が低いために

戦場ではすぐに拡散・散逸しその有用性は低いと判

断され，戦争ではあまり用いられなかった．揮発で
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消失しない限り，適度の反応性のために比較的に残

留しやすいが，加水分解や酸化による分解して毒性

を失う．

「神経ガス」は，16)神経シナプスのコリンエステ

ラーゼ活性を阻害し，アセチルコリンを蓄積させ，

神経伝達をかく乱する作用により毒性を発揮す

る．17)化学剤の中では即効性であり，最も毒性が高

く，揮発性の高いサリンから中揮発性のソマン，タ

ブン，難揮発性の VX と物性に幅がある．殺虫剤と

して民生用途に用いられている有機リン剤と化学的

には同じであるが，揮発性・猛毒性に特徴がある．

サリン，ソマン，タブンなどの G 剤（NATO 軍の

コードネーム）は第二次世界大戦前中にドイツで開

発されたが戦争では使われなかった．VX などの V

剤は戦後米英で開発された．現在，これら神経ガス

は冷戦の負の遺産として米露を中心に備蓄され，そ

の廃棄がすすめられている．毒性機構，解毒剤の研

究開発も盛んであり，少量の神経ガスの暴露では体

内では血液中コリンエステラーゼ（ChE），肝臓中

カルボキシエステラーゼとの不可逆的結合，血液中

パラオキソナーゼ（POX)18)による加水分解を通し

て解毒される．予防的に ChE や POX などの加水

分解酵素，カルバメート剤を事前に注射したり，予

防・治療としてオキシム剤やコリン作動性神経のア

ンタゴニストなどを注射したりして神経ガス暴露に

よる中毒を回避する医学的防護方法も研究されてい

る．神経ガスは加水分解速度が高く（水分子又は水

酸化イオンによるリン原子への求核反応），19)中性

条件下でサリンの半減期は 1 日程である．アルキル

メチルホスホン酸などに分解して揮発性・毒性を失

う．20)神経ガスの分解は，アルカリ性では顕著であ

り，除染剤として水酸化ナトリウムや炭酸ナトリウ

ムなどのアルカリ性試薬が用いられる．神経ガス分

解物のリン炭素結合は，化学反応21)又は微生物作

用22)により解裂することができる．VX は比較的に

加水分解性が低く，難揮発性と併せて残留性が高い

要因となっており，酸化剤での分解が有効であ

る．23)

「びらん剤」は，皮膚，目及び呼吸器に作用して，

その接触面をびらんさせる作用により毒性を発揮す

る．ヘテロ原子と活性塩素を持つが，遅効性のマス

タード系化合物（マスタードガス，24)窒素マスター

ドなど）は，水中で脱塩素により中間体として反応

性の高いアルキル化剤であるサイクリックエチレン

スルホニウム（アミニウム）イオンを生成し，生体

高分子（タンパク質，核酸など）をアルキル化する．

水と反応すれば，塩素は水酸基となり毒性作用は失

われる．ルイサイト 1 は，25)反応性の高いヒ素塩

素結合を 2 個有し，水中では瞬間に分解するが，体

内ではシステインなどのチオール基と結合してタン

パク質の機能を押えるか，又は分解生成物である塩

酸の作用でびらんとなる．ルイサイト 1 の加水分解

物の 2クロロビニルアルソン酸はアルキル化活性

があり，さらに酸化を受けてアルシン酸にならない

と毒性は失われない．なお，分解されてもヒ素は残

るためにその処理が問題となる．マスタードガスと

ルイサイト 1 は第一次世界大戦後半から使われ始

め，現在も大量に備蓄されている．旧日本軍も大量

に製造，使用しており，第二次世界大戦終了間近に

化学兵器砲弾を中国満州地区や日本国内に遺棄し，

現在はその遺棄化学兵器処理が日本政府の責務とな

っている（担当：内閣府遺棄化学兵器処理室）．26)

難揮発性の化学剤の中の「くしゃみ剤」は，呼吸

器粘膜や眼を刺激し，くしゃみ，咳，吐き気，頭痛

を催させる作用により毒性を発揮する．有機ヒ素化

合物であり，3 価のヒ素に 1 個の塩素又はシアノ基

が結合した化合物であり，即効性であるが毒性はび

らん剤と比較して高くはない．ジフェニルクロロア

ルシン（DA），ジフェニルシアニアルシン（DC），

アダムサイトなどがあり，吸湿性が高く，水と反応

してアルシンヒドロキシドとなりくしゃみ作用は消

失し，最終的にアルシン酸となる．なお，DA 又は

DC 分解物のジフェニルアルシン酸に関しては，茨

城県神栖市における汚染井戸水によるヒ素中毒の原

因で有名となったが，この分解物は神経毒性を有す

る．27)

「催涙剤」は，28)眼，鼻及び咽頭の粘膜を刺激し

て，流涙，くしゃみ，咳を生じさせる作用により毒

性を発揮する．2クロロアセトフェノン，oクロロ

ベンジリデンマロノニトリルなどの合成化学物質

は，戦争や暴徒鎮圧に用いられているが，天然物の

唐辛子抽出物のカプサイシンは護身用途に市場化，

流通しており，催涙スプレーを用いた強盗などの犯

罪も多発している．粘膜刺激性は高いが毒性は低

く，この作用濃度と毒性濃度の大きな開きが特徴で

ある．合成催涙剤は生体高分子をアルキル化し毒性



hon p.5 [100%]

57

Fig. 3. Structures and Properties of Biological Toxins
(A): Low-molecular-weight toxin, (B): high-molecular-weight proteinous toxins.
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を示すが，加水分解して毒性作用を失う．天然物カ

プサイシンは特有のレセプターを介して催涙作用を

示すが，同じく加水分解などを受けると薬理作用を

失う．29)

2-2. 生物毒素の特徴 生物の産生する毒素

（生物毒素）は，30)分子量が 300 以下のガス性，揮

発性，難揮発性化学剤と比較して，分子量も大き

く，構造的に複雑であり，極性化合物である．世の

中には多数天然の毒素は存在するが，生物化学兵器

として用いられ，テロ対処においてその使用が想定

されているものは一部である．すなわち，化学兵器

禁止法において特定物質として指定されているサキ

シトキシンとリシン，世界保健機構（WHO)31)や

米国疾患管理予防センター（CDC)32)が生物テロに

使用される可能性のある毒素として指定しているボ

ツリヌス毒素，黄色ブドウ球菌腸毒素 B（Staphylo-

coccal enterotoxin B; SEB）などである．過去の事

例，物性，毒性，環境中安定性，保存安定性，入手

可能性のみならず，政治的な事情も影響してノミ

ネートされたものである．Figure 3 に毒素の構造と

特徴を示す．

「サキシトキシン」は，33)麻痺性貝から得られる

分子量 299 のグアニジウム系化合物であり，貝が食

する渦鞭毛藻が生産する．この種の毒素には構造異

性体が多く，最強の毒性を持つサキシトキシン以外

の異性体も麻痺性貝中毒において毒性の原因として

考慮される．細胞膜のナトリウムチャンネル機能を

阻害して神経伝達を妨げる作用で毒性を発揮する．

経口投与では，1 時間後には知覚麻痺，弛緩性麻痺

に始まり，2 時間で呼吸麻痺に陥る．マウスの静脈

投与半数致死量は 10 mg/kg である．

「リシン」は，34)タンパク性の植物毒であり，ヒ

マ（Ricinus communis）の実であるトウゴマ中に

主要なタンパク質として含有される．分子量約 3 万

のリボヌクレアーゼ活性本体の A 鎖と分子量約 3

万のガラクトース結合性レクチンである B 鎖がジ

スルフィド結合したヘテロダイマーであり，体内の

末端ガラクトース糖鎖と結合して細胞にエンドサイ

トーシス機構で侵入し，ゴルジ体膜を通過して細胞

質に移り，リボソーム RNA の特有の塩基部分をリ

ボヌクレアーゼ活性で切り出し，タンパク合成を阻

害して細胞を死滅させる作用により毒性を発揮す

る．マウスの腹腔内注入半数毒性量は 3 mg/kg であ

り，摂取後 1 日程度で多臓器不全などの症状が表れ
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Fig. 4. Structures of Biological Agents
(A): Virus, (B): bacteria, (C): bacterial spore.
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る．

ボツリヌス毒素は，35)嫌気性グラム陽性芽胞形成

菌である Clostridium botulinum が産生するタンパ

ク毒素であり，A 型から G 型のサブタイプがあ

り，抗原特異性，分子構造，毒性（強度，作用する

動物種）などにおいて差がある．分子量はおおむね

十数万である．N 末端の分子量約 5 万の軽鎖と C

末端の分子量約 10 万の重鎖がジスルフィド結合し

たヘテロダイマーであり，重鎖でコリン作動性神経

節前細胞のレセプターに結合し細胞にエンドサイ

トーシス機構で侵入し，リソゾーム膜を軽鎖が通過

して，アセチルコリン小胞の放出を司る細胞質タン

パク質をプロテアーゼ作用で分解してアセチルコリ

ン放出を抑制し神経伝達を阻害する作用で毒性を発

揮する．最も毒性の高いボツリヌス毒素 A のマウ

スの腹腔内注入半数毒性量は 1 ng/kg であり，摂取

後 1数日で呼吸麻痺などの症状が表れる．

SEB は，36)通性嫌気性グラム陽性桿菌である

Staphylococcus aureus が産生する分子量 3 万程度

の非致死性タンパク毒素であり，抗原性の違いから

A 型から E 型まで存在する．リンパ球刺激性の Su-

per antigen 作用により毒性を発揮するが，ヒトが

30 mg 摂取すれば数時間で中毒症状である吐き気，

腹痛，下痢が起こる．B 型の毒性，安定性が高いた

めに，SEB が非致死性の生物兵器として使われる

ようになった．

2-3. 細菌，ウイルスの特徴12) ウイルス，リ

ケッチア及びクラミジア，細菌，真菌，寄生虫な

ど，遺伝情報を持った増殖性超高分子である生物の

中で，ヒトへの感染性，毒性が高く，容易に伝搬す

るもので，WHO31) 及び CDC32) が生物テロに使用

される可能性のある生物剤として登録しているもの

を脅威の生物剤と呼び，本総説では真菌，寄生虫は

除外する．Figure 4 にウイルス，細菌の構造を示す．

ウイルスは，超顕微鏡的濾過性病原体として発見

され，偏性細胞内寄生体であり液体感染素として結

晶化も可能である．ウイルスは，細胞外では主にタ

ンパク質，脂質からなるエンベロープ内に含まれる

複数分子の核酸である不活性感染粒子として存在

し，細胞内では複製される核酸として存在する．核

酸の種類によって，一本鎖 DNA，二本鎖 DNA，

一本鎖 RNA，二本鎖 RNA ウイルスに分類され

る．大きさは長さ 20 nm から 300 nm 程度まで，形

状は球形を中心に様々である．天然痘，エボラ出血

熱，マールブルグ病（ウイルス性出血熱），ベネズ

エラ脳炎，西部ウマ脳炎，東部ウマ脳炎などが生物

剤ウイルスである．天然痘（ small pox, Variola

major と Variola minor）は，直径 230 nm，長さ

400 nm の楕円形粒子で，外部はタンパク質の突起

を持つエンベロープ（リポタンパク質）と，内部は

線状 2 本鎖 DNA とタンパク質からなり，空気・飛

沫・接触により強い感染性を示す．吸入では最低

10 個程度で感染すると言われている．平均 12 日間

の潜伏期間を経て，倦怠感，発熱，頭痛，発疹に続

いて，特徴的な紅斑，膿疱を生じ，30％程度が出血

で死ぬ．天然痘ワクチン接種が，予防と初期の治療

に有効である．乾燥や低温に強く，加熱で失活す

る．出血熱ウイルス（viral hemorrhagic fever）は，

80800 nm の長さの紐状の RNA ウイルスで，接触

感染で致死率は高く，平均 7 日間の潜伏期間を経

て，発熱，悪寒，頭痛，筋肉痛を経て嘔吐，下痢へ

と進み，最終的に全身出血で死亡する．死亡率は

5090％であるが，環境中では不安定である．

リケッチア，クラミジアは，偏性細胞内寄生性の

細菌であり，節足動物の媒介の有無により両者に分

類される．Q 熱（Coxiella burnetti）は，大きさが

サブ mm の桿菌リケッチアであり，動物の糞尿など

を介して 1 個の粒子を吸入しただけで感染し，24

週間の潜伏期間を経て，高熱，悪寒，倦怠感とな

り，肺炎や肝炎を呈することがあるが，致死率は低

い．熱，消毒，乾燥に比較的に強く，環境中で比較
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的に安定である（－5240°C，乾燥，560 日）．発

疹チフス（Rickettsia prowazekii）は，シラミを媒

介として感染するルケッチアであり，12 週間の潜

伏期間を経て，発熱，頭痛，悪寒，手足の疼痛とな

り，全身に発疹が広がる．致死率は 2040％である．

細菌は，細胞膜の外に堅い細胞壁を持ち，細胞内

に核を持たず DNA を遺伝物質とする増殖性の原核

生物であり，グラム染色により陽性菌と陰性菌に分

かれる．炭疽菌，ペスト菌，野兎病菌，ブルセラ病

菌，鼻疽菌，類鼻疽菌などがある．炭疽菌（an-

thrax, Bacillus anthracis）は，大きさは 11.5×3

10 mm のグラム陽性芽胞形成桿菌であり，侵入経路

により肺炭疽，皮膚炭疽，腸炭疽に分類され潜伏期

間，症状，致死率が異なる．肺炭疽は，最低 8000

個の芽胞吸入で発症し，17 日の潜伏期間を経て，

初期の発熱，悪寒，咳，嘔吐，腹痛などとなり，後

期では症状が進行し呼吸困難，髄膜炎，肺水腫など

となり，致死率 86％以上で死亡する．大きさ 1×

1.5 mm の芽胞は，各種殺菌処理に抵抗性を示し，

環境安定性も高く，肺胞マクロファージに貪食され

ても生き残る．炭疽菌の特徴は，芽胞安定性に加

え，莢膜形成（体内抵抗性）と毒素（防御抗原，浮

腫因子，致死因子）産生にあり，遺伝子はともにプ

ラスミドにコードされている．ペスト菌（plaque,

Yersinia pestis）は，大きさは 0.50.8×1.52 mm の

通性嫌気性グラム陰性桿菌であり，ノミを媒介とし

て感染する．臨床的に腺ペスト，敗血症ペスト，肺

ペストに分類され潜伏期間，症状，致死率が異な

る．肺ペストは，最低 100 個の菌吸入で発症し，1

6 日の潜伏期間を経て，頭痛，高熱，嘔吐，嘔吐，

呼吸困難，喀痰などとなり，続いて呼吸不全，敗血

症，多臓器不全などとなり，致死率 100％で死亡す

る．ペスト菌は環境中では抵抗性は低く通常の消毒

処理で死滅する．

3. 除染のコンセプトと現場ニーズ

生物化学テロにおいては，剤がエアロゾルとして

発散される，固体・液体状の剤が現場にばらまかれ

る，飲食物に混入されるなどが主要な散布形態であ

る．このようなテロに対して，テロ対処の事前管

理，事後管理では危険物の検知を実施し，生物化学

剤が検出され，暴露被害が明確になった場合には，

被害の最小化のために「除染」が実施される．除染

のコンセプトは，「Detection」（検知）「Contain-

ment」（封じ込め）「Decontamination」（除染）

「Disposal」（廃棄）であり，現場除染作業に関する

手順を除外して，本論文では研究・技術的な面を考

慮して「Decontamination」に特化して考える．除

染は，散布された危険物による被害者や施設・設備

の汚染拡大を防ぐことであるが，生物化学テロ対処

の現場では，散布された生物化学剤の毒性・感染性

を押え込み，被害のない状況に復旧させることもミ

ッションとして除染活動が実施される．しかし，現

状のテロ対策関係者にとっては対象の生物化学剤の

特性が不案内でありどのように対処してよいかそも

そも分からない，現在用いている除染方法が適切か

判断できないなど，除染活動が科学的には的確に捉

えられていないと言える．テロ現場での散布状況に

しても，使われた剤の種類，その濃度と量，散布形

態（気体，液体，固体，媒体），散布場所（密閉空

間，屋外），散布環境（季節，天候）などにおいて

違いがある．除染達成目標にしても，許容残留程度

（完璧か，被害の軽減か），時間，手間，経費などに

おいて違いがある．除染方法は大きく，「Physical」

（物理的）と「Chemical」（化学的）に分けられ，

前者は汚染場所から生物化学剤を隔離するもので，

除去（Removal）という表現が適切であり，剤とし

ては毒性・感染性が失われなくても現場から生物化

学剤を除去・捕集して，別途不活性化する．後者

は，物体として別のものに変換して毒性・感染性を

失わせるものであり，化学構造の変化，高分子物質

の三次元構造の変化，超分子（細胞など）構造の破

壊などにより毒性・感染性が失われてしまう．

Figure 5 に，生物化学剤の除染機構を示す．生物化

学剤は，散布されたあとに固体表面に吸着・堆積し

て表面素材に取り込まれるが，その汚染された素材

を「Coupon」と呼び，除染効果に大きな違いが出

る．現場の散布場所の表面の代表的な素材として，

木材，カーペット，天井タイル，壁板，煉瓦，陶

器，ステンレス，プラスチックなどがある．堅いス

テンレスに吸着した場合は除染は比較的に容易であ

るが，プラスチックに化学剤が溶け込んだり，カー

ペットに生物剤が取り込まれると完全な除染は難し

いと思われる．

ガス性化学剤の窒息剤や血液剤は，ガスとして消

散することにより物理的に除染されるが，ガスを水

に通気・溶解させて水と反応させ，化学的に分解除
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染できる．加水分解物は塩基性化合物で中和でき

る．青酸は水中で安定であり，酸化反応などで分

解・無毒化する．

揮発性化学剤である神経ガス，びらん剤，37)難揮

発性化学剤であるくしゃみ剤，催涙剤は，吸着剤に

吸着させ物理的に除去する．また，毒性マシナリー

の反応基である神経ガスの脱離基，活性塩素原子を

求核反応で脱離させ，化学的に無毒化する．38)一部

の剤（VX，窒素マスタード，2クロロアセトフェ

ノン）を除いて，水中安定性は低く，19)また水溶解

性も高いので，水で洗い流せば除去可能である．た

だ，ヒ素剤は分解しても毒性の有するヒ素は残る．

分解物中間体のヒ素化合物は，微生物によって分解

することも可能である．38)また，カプサイシンは反

応性が低く，加水分解し難い．これらの剤は酸化反

応により非特異的に化学構造が破壊され，無毒化さ

れる．毒性の低い催涙剤の処理に関しては，酸化剤

である次亜塩素酸塩を用いるとかえって毒性の高い

分解物を生じる可能性があるので塩素剤は用いな

い．39)

生物毒素のうち低分子のサキシトキシンは，吸着

剤に吸着させ物理的に除去する．また，サキシトキ

シンは安定な化合物であり，加水分解・熱抵抗性を

示し，酸化反応で分解して無毒化する．

タンパク性の生物毒素は，吸着剤に吸着させたり

凝集沈殿させたりして物理的に除去する．また，タ

ンパクの変性である 3 次構造を破壊すれば毒性を担

う酵素活性，細胞・レセプター結合活性が失われて

無毒化する．加熱や界面活性剤などで変性するが，

抵抗性を示す安定な SEB なども存在する．強力な

酸・アルカリ処理によって強制的に 3 次構造を破壊

したり，酸化剤や側鎖反応試薬で修飾することによ

り無毒化される．筆者らは，タンパク性の生物毒素

が，加熱，低濃度の次亜塩素酸塩，高濃度のホルム

アルデヒド処理で抗体反応性（BTA 免疫ストリッ

プによる検知）が消失することを確認している．40)

ウイルスは，吸着剤に吸着させたり，フィルター

に捕集し物理的に除去する．化学的には，遺伝物質

の核酸を変異させる，エンベロープ内部の核酸・タ

ンパク質を変性させる，宿主認識分子を破壊する，

外部エンベロープを破裂しウイルス構造を破壊する

などにより，感染性，宿主細胞内増殖性を押えれば

除染となる．どの作用，どの構造変化がウイルス生

物活性の破壊と関連するかは十分解明されている訳

ではない．なお，環境中不安定なウイルスは，ヒト

に摂取されずに落下した場合には数日以内に自然に

（通気，日光，高熱）失活する．ウイルスの中では

天然痘は環境中安定性が高い．物理的処理（加熱，

短波光線照射，高圧，超音波），化学的処理（界面

活性剤による細胞膜破壊，アルデヒドによるアミン

系官能基の破壊，酸化剤による非特異的修飾）によ

りウイルスは容易に失活する．
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細菌，リケッチアは，サイズが大きくフィルター

に捕集し物理的に除去する．化学的には，ゲノムや

プラスミッドの核酸を変異させる，細胞質の核酸・

タンパク質を変性させる，細胞質・細胞壁の一部を

破裂し細胞構造を破壊する，宿主認識分子を破壊す

る，細胞代謝・増殖活性を阻害するなどにより，生

命機能，増殖機能，感染性，宿主内増殖性を押えれ

ば除染となる．ウイルスと同様に，どの作用，どの

構造変化が細菌の生物活性の破壊と関連するかは十

分解明されている訳ではなく，消毒，除菌，静菌，

殺菌などという表現が使われる．細菌の種類により

環境や各種処理に対する抵抗性に差があり，増殖中

の細菌は比較的に除染し易い．環境中では細菌，リ

ケッチアは比較的に不安定であり，ヒトに摂取され

ずに落下した場合には数日以内に自然に死滅する．

休眠中などの状態，例えば芽胞形態ではその細胞壁

外の特殊な構造（芽胞膜）と細胞内代謝の抑制によ

り除染抵抗性が高く，各種除染処理に抵抗性を示す．

このように，化学的な除染法により生物化学剤の

毒性・感染性に必須のマシナリーを破壊するだけで

十分除染が達成される訳であり，物質的に完全に破

壊することは必要ではない．なお，生物化学剤を完

全に破壊するためには，低分子に対しては燃焼を含

めた酸化反応により二酸化炭素，水，硝酸，硫酸，

リン酸まで変換し，高分子に対しては完全酸化又は

高温加圧処理で完全に変性させる．

除染は，散布された現場において生物化学剤の毒

性・感染性を抑え被害を低減することにあり，物理

的な除去と化学的な変性・分解の 2 通りの過程によ

る訳であるが，生物化学剤が現場の様々な素材であ

る coupon に吸着・侵入して，一時的に毒性・感染

性が隠されることがある．例えば，サリンがプラス

チックに溶け込んだり，炭疽菌芽胞がカーペットに

入り込んでしまったりする場合で，すぐには脅威と

はならない．しかし，時間とともにサリンが再気化

したり，炭疽菌が再度空気中へ舞い上がらないとも

限らない．このような物理的に隔離された状態では

生物化学剤は毒性・感染性を保持しており，紫外線

照射や化学試薬処理によっては物理的に接触する程

度が低く十分な除染効果は現れない．

化学的な除染は，対象の生物化学剤の無毒化の過

程であり，「毒は毒を持って制する」ように，猛毒

な生物化学剤を反応性の高い試薬と反応させる方式

で行う．この除染剤もヒト，環境にとって無毒では

なく毒性を有するものであり，場合によっては曝露

被害者の除染の過程で中毒に陥ったり，環境が破壊

されたりする．

4. 生物化学テロ現場除染の実際

生物化学剤の除染は，4,41)そのミッションとする

目的により，戦争型，労働環境対策型，生活安全確

保型，環境保全型，そしてテロ対処型に分けられる

が，戦争型と労働環境対策型では除染が既に実践さ

れている．すなわち，生物化学戦では生物化学兵器

砲弾が使用された場合を想定して，戦争に有利にな

るように兵士と什器兵器の除染方法がマニュアル化

され，日頃訓練で除染作業手順が徹底されている．

生物化学剤を取り扱うラボ，製造所では，剤の使用

中，使用後での除染が実践されている．両者とも

に，使用される生物化学剤の量は想定可能であり，

それに見合った除染プログラムの策定，実行がなさ

れる．一方，生物化学テロにおいては，用いられた

剤の種類すら正確には把握できず，量の情報に至っ

ては現場では想定することは難しく，安全を見越し

て過剰な除染を行わざるを得ない状況である．併せ

て，除染の検証は難しく，生物化学剤の無毒化を確

認できる状況にはない．テロ対策では，戦争での除

染作業に関する情報を基に経験的に取り組んでいる

程度である．

松本サリン事件では特に除染は行われず，サリン

の自然の消散・分解に任せられた．東京地下鉄サリ

ン事件では，被害者が搬送された医療機関では医療

従事者はサリン曝露の二次災害を受けた．テロ現場

の地下鉄車両内の除染は，自衛隊員により炭酸ナト

リウム水を用いて中和作業が行われた．合衆国郵便

物炭疽菌事件では，炭疽菌芽胞がばらまかれた建物

は，二酸化塩素の燻蒸により除染が行われた．養鶏

場でのトリインフルエンザ発生時には，消毒液によ

る徹底的な除染が行われている．

現状では，ガス性の化学剤に対しては単純な揮

散・消失という受け身的除染対応しか望めない．施

設表面に高濃度に吸着している場合や暴露被害者に

対しては，水で洗い流す．ガス性化学剤以外の生物

化学剤は，テロ現場で残留し易いものなので，除染

は必須となる．まず，現場検知によりテロで使用さ

れた剤（不審物件も含めて）の種類や濃度情報を得

る．8,9)揮発性化学剤はイオンモビリティースペクト
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ロメーターなどの現場検知器を用いて汚染現場の大

気を自動検知できる．一部の剤の特定は現場型ガス

クロマトグラフ質量分析計を用いて可能である

が，現場試料を採取して専門ラボに搬送して機器分

析により確定することが望ましい．難揮発性化学剤

の現場検知は一部の装置（逆流型大気圧化学イオン

化質量分析法）を除いて不可能であるが，これらの

剤の毒性は高くなくこれまでは除染のシナリオには

登場していない．生物毒素は，現場の試料（液体，

固体）を一部取り水溶液に溶かし，免疫クロマトグ

ラフィーストリップ（Lateral ‰ow immunoassay）

などの現場検知資機材で検知する．ただ，免疫法を

用いているので，特異性が高い反面，ストリップの

種類は限られることから検知可能な生物毒素の種類

は少ない（リシン，ボツリヌス毒素，SEB，サキシ

トキシン）．同様に，現場試料を採取して専門ラボ

に搬送して機器分析により確定することが望まし

い．ウイルス，リケッチア，細菌に対しては，エア

ロゾルは専用の捕集器で緩衝液に捕集・濃縮して湿

式で，液体，固体は一部取り水溶液に溶かし，免疫

クロマトグラフィーストリップやリアルタイム

PCR で生物剤の検知を実施する．ただ，脅威の生

物剤の種類は多くそれに対応できる検知資機材のレ

パートリーは限られるので，現場試料を採取して専

門ラボに搬送して微生物検査により検出する．現場

での生物剤検知に関しては，特異性の高い免疫法，

分子生物学的方法を実施する前に，スクリーニング

的にタンパク発色キット，核酸発色キット，フロー

サイトメーター，生物発光キットを用いた検査も有

効である．

このように，被害状況や検知状況に基づき，除染

を実施する．肉眼で確認できる液体・固体に対して

は，物理的に剥ぎ取って密閉容器に移し封をして隔

離し，プラスチックシートをかぶせて剤の拡散を防

ぐ．液体状の化学剤に対しては活性白土，小麦粉な

どの微粉末状吸着剤を振りかけることにより吸着・

除去でき，揮発を防げる．一般的には，酸化剤であ

る次亜塩素酸塩が生物化学剤全般の分解・失活除染

に使われる．有効塩素濃度として 5％以上のナトリ

ウム塩溶液，漂白剤やさらし粉を水に溶かして用い

る．生物剤に対しては，グルタルアルデヒドなどの

アルデヒドも使われる．

被害者に付着した生物化学剤に対しては，衣服を

脱がして密閉容器に隔離し別途処理する．地下鉄サ

リン事件においては，被害者治療に当たった医療機

関で搬送された被害者の衣服からサリンが再気化し

て 2 次災害となった苦い経験がある．被害者はその

後全身の皮膚を温水や石けん水で洗浄する．皮膚に

付着した生物剤は有効塩素濃度 0.5％の次亜塩素酸

ナトリウム溶液で 10 分程度拭き，除菌することも

ある．0.5％濃度は人体への影響と除染効果のバラ

ンスを考えての濃度である．

密閉空間に揮発し一部表面素材に吸着した化学剤

に対しては，水や薄い濃度の次亜塩素酸ナトリウム

溶液をシャワー，スプレーして除染する．気化した

化学剤を有効にトラップできるかは除染剤との接触

効率に依存する．また，除染液を噴霧しただけで，

表面素材へ溶け込んだ化学剤の分解除染が十分達成

できるかが不確定である．泡状にした除染液が開発

されており，比較的に長時間除染ボリュームが確保

できるために有効であると言われている．上記の方

法では屋内施設，設備品の再使用が不可能となるの

で，除染剤は使わずに空調装置を用いて汚染空気を

強制排気し，屋内吸着・気化化学剤を外部へ拡散さ

せる場合もある．

細菌・ウイルスの除染は，一般的には加熱や消毒

剤を用いた消毒により行われる．天然痘ウイルスは，

60°C，30 分加熱で不活化する．一般のウイルスは，

80°C，30 分加熱，0.1％四級アンモニウム塩中 30

分，0.5％次亜塩素酸塩中 1015 分処理で不活化す

る．一般の細菌は，117°C 短時間加熱，80°C，10 分

加熱，0.1％四級アンモニウム塩中 30 分，0.5％次

亜塩素酸塩中 1015 分，1％フェノール，0.5％次亜

塩素酸塩で数分処理により死滅する．芽胞は抵抗性

が高く，140°C，60 分加熱でようやく死滅する．芽

胞殺菌にはヨウ素や塩素も有効である．生物毒素も

加熱や消毒剤に弱く，ボツリヌス毒素，リシンは

100°C 及び 80°C で 10 分加熱により失活する．SEB

やサキシトキシンは 100°C で 30 分加熱しても失活

しない．ボツリヌス毒素，リシン，SEB，サキシト

キシンは，0.5％次亜塩素酸塩中 15 分で失活する．

密閉空間に飛散した生物剤に対しては，バイオ施

設で行われる燻蒸処理が一般的である．ホルマリン

などのアルデヒド，過酸化水素などの過酸化物，二

酸化塩素などの酸化性物質，エチレンオキシドや臭

化メチルなどのアルキル化剤が用いられる．燻蒸中
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での生物剤の残存濃度は，除染ガスの濃度と処理時

間の積に依存して低下する．有効な除染剤の濃度と

処理時間の積の値は，二酸化塩素では 8000 ppm ･

h，過酸化水素では 1000 ppm ･ h と言われている．

燻蒸終了後は，十分換気して危険な除染剤を完全に

排気する．

テロ対処初動措置隊の資機材などの除染には，次

亜塩素酸塩を用いた湿式処理を行う．コンピュー

ターなどの精密機械の装置内部の除染は不可能であ

り，風乾により揮発性化学剤を除去するか，乾式の

燻蒸処理で生物剤を不活化するが，燻蒸では電子基

板などがダメージを受けることが十分考えられる．

除染ではないが，生物化学剤からの防護として防

護服，防護マスクなどの個人防護設備を着用して現

場テロ対処活動を実施する．化学テロにおいては，

完全密閉で化学剤耐久性の防護素材からなり加圧式

一体型呼吸装置を用いるレベル A 防護服，化学剤

耐久性が落ちるレベル B 防護服，履顔式空気清浄

マスク，活性炭式防護服からなるレベル C 防護服

が用いられる．生物テロにおいては，HEPA（high

e‹ciency particulate air）フィルターなどの感染粒

子を通過させない素材が用いられる．

原則としては，毒性の高い次亜塩素酸塩が生物化

学剤の万能の除染剤として用いられる．最近は，大

量の水で汚染被害物を洗い去る方法が現場では最初

に行われる．被災者に対しては，温水シャワーをか

けて全身を洗う．生物化学剤は水に溶け易いので，

生物化学剤を除去することが可能である．ただ，生

物化学剤を含有する洗浄排水の処理が問題となって

いる．難分解性の化学剤や生物剤は排水中で残留し

危険であるために，現場の排水溝に垂れ流すことは

許されず，テロ対処部隊は何十 m3 もの量の洗浄排

水を集めて持ち帰り，産廃として処理できる場合は

よいが，危険物として引き受け手がない場合には処

理が困難となる．

実際に運用されている除染方法に加えて，民間な

どで開発・市場化した除染剤，研究開発中で論文な

どに発表された技術を紹介する．効果のある試薬を

組み合わせ調合した除染剤が開発され，既に実用化

されている．内容物の詳細は明示されていないが，

界面活性剤，アミン，酸化剤などからなるものであ

り，化学剤全般に対しての不活化効果があり，生物

剤に対してもある程度有効であると言われている．

さらに，この除染剤を現場で 2 剤混合式に散布する

ときに「泡」にして持続効果を上げる製品（商品名：

EasyDECON, MODEC DECON）も登場し，ミリ

タリーのみならずテロ対策にも導入されている．

「過酢酸」は，過酸化水素に代わる除染剤として既

に医療分野で消毒・殺菌剤（商品名：アセサイド）

として使われているが，生物テロ対策にも活用でき

る．過酢酸の疎水性が増した分だけ，細菌の細胞

壁・細胞膜透過性が高まり，過酸化水素よりも除染

効果が高く，かつ安全性も高い．活性白土などと比

較して吸着性能が高い素材が開発されており，「酸

化チタン粒子」剤（商品名：FAST ACT）が市場化

されている．液体状の化学剤に振りかけることによ

り速やかに吸着・不動化する．深層水を電気的にア

ルカリ水と酸性水に分離させ，極端な pH 性状に関

わらず皮膚侵襲性の低い安全な作用水として開発さ

れている．アルカリ水は，水酸化ナトリウム水と同

様な神経ガス分解性能を示す．古くは，アミン42)や

金属43,44)が神経ガスの分解活性を有することが報告

されている．植物体内での神経ガスの分解に関して

も報告されている．45)特殊な酵素は，化学剤分解活

性を有する場合があり，特に猛毒な神経ガスの分解

に活用されている．土壌から単離された細菌が有機

リン系殺虫剤を分解することが見い出され，46)本酵

素の基礎的研究，神経ガス分解に利用する応用研究

がなされている．47)最近は，既存の除染剤に安定性

に優れた本酵素がカクテルされて除染の付加価値を

あげている．48,49)可溶化酵素のみならず，本酵素を

細胞表面に発現させた細菌自身の活用も進められて

いる．50)本酵素 Organophosphorus hydrolase（OPH）

は，51)サリンの加水分解活性が高く，VX 分解活性

が低いために，活性中心のアミノ酸を一部変異させ，

VX に対しても分解活性のある改変酵素の作製も試

みられている．52)神経ガスを分解する抗体の作製も

報告されている．53)

5. 現場除染法の研究開発

このように，現状で行われている生物化学剤の除

染方法は十分とは決して言えず，問題点として，1)

方法と効果が検証されていない，明確な除染の科学

的なデータがない，2) ヒトや環境に対して安全で

はない，次亜塩素酸などの除染剤は毒性が高くしか

も環境への負担が高い，3) すべての生物化学剤に

有効ではない，長持続性・高抵抗性の剤が存在する
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（VX，炭疽菌芽胞など），4) 効率的でない，テロ現

場の緊急性に反して，完全な除染に長時間を要する，

5) 一般の除染剤は持続性が低い，効果は一過性で

ある，6) 現場の大量の洗浄排水の処理が困難であ

るなどを指摘することができる．テロ現場の除染

ニーズは，ヒト・環境に安全で，剤全般に有効で，

効率的で，持続性があり，大量の洗浄排水の処理が

現場で短時間にできる方法を確立することである．

もちろん，コストパーフォーマンスも重要である．

生物化学剤の除染法開発研究に関しては，まとま

ったプロジェクトとしてわが国では全く試みられて

おらず，現場ニーズが高いにも係わらず，理由もな

く諸外国のシステムを模倣している程度である．す

なわち，証拠のない非科学的な状況である．先進諸

外国でも特に研究開発が進んでいるとは言い難く，

多分に経験的に行われている程度であり，単発的に

研究発表がなされるか，十分な検証もされないまま

に新しい除染剤として市場に登場する程度である．

除染の分野に対しても，科学的なメスを入れて，

evidence based decontamination の研究開発を行う

ことが必要である．

筆者らは，文部科学省科学技術振興調整費重要課

題解決型研究プロジェクトの平成 18 年度募集に対

して，「生物化学テロにおける効果的な除染法の開

発」という提案課題で応募し採択され，現在研究を

推進中である．本プロジェクトの産学官体制は，現

場のニーズ，生物化学剤の標品，取扱施設，検知技

術開発実績を有する科学警察研究所（科警研）を代

表機関として，危険物質処理に対応可能な分子認識

技術，光触媒技術，解毒酵素技術で最先端の独産業

技術総合研究所（産総研），千葉大学，関東学院大

学，佐賀県窯業技術センター，素材の製造実績を有

するジーエルサイエンス株，株アクティスカンパ

ニーが参画機関として，最先端の技術を駆使して，

有機的に連携して総合的な研究を展開している．

Figure 6 に，研究プロジェクトのコンセプトを示

す．以下に，研究内容の詳細と一部成果に関して紹

介する．

5-1. 除染評価方法の構築 既存の除染法の評

価，新規の除染法の開発を行うに当たっては，除染

評価方法を構築する必要がある．現状では，危険で

あり法的規制のかかる化学剤の代わりに物性の似た

擬剤を用いて，有機溶媒抽出物の GC-MS 法による

基質の残存量の測定により除染効果が評価されてい

る．炭疽菌に対しては枯草菌が擬剤として使われ，

コロニー形成能測定が用いられている．生物毒素に

関しては，有効な擬剤や方法はないのが現状であ

る．化学剤の擬剤に関しては，既に筆者がその検知

について述べているように，実剤に代わり得る有効

な擬剤はなく，結局は実剤を用いた実験が必須であ

る．除染に関しても同様であり，実剤と擬剤はその

反応性に大きな差がある．
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ガス性化学剤である窒息剤や血液剤に対しては，

吸着・分解したのちの残存化学剤を定量することに

より，除染の評価ができる．GC 法やテープ光電光

度法54)を用いて定量をする．

揮発性化学剤である神経ガスやびらん剤，難揮発

性化学剤であるくしゃみ剤や催涙剤に対しては，吸

着・分解したのちの残存化学剤，反応生成物の定

性・定量をすることにより，除染の評価，分解機構

の推定ができる．残存化学剤や揮発性分解物は

GC-MS 法55)を用いて分析し，極性分解物は LC-

MS 法56)を用いて構造を推定する．

低分子の生物毒素に対しては，吸着・分解したの

ちの残存毒素，反応生成物の定性・定量をすること

により，除染の評価，分解機構の推定ができる．残

存毒素や分解物は LC-MS 法57)を用いて分析し，残

存毒性はバイオアッセイ法58)などを用いて測定する．

タンパク毒素に対しては，吸着・無毒化したのち

の残存毒素，反応生成物の定性・定量をすることに

より，除染の評価，分解機構の推定ができる．残存

毒素や処理毒素は，分光光度法（タンパク，有機物

指標），ELISA 法59)により定量し，キャピラリー電

気泳動法，60)ゲル電気泳動法，61)表面プラズモン共

鳴（SPR）法，62) LC-MS 法，63)マトリックス支援レー

ザー脱離イオン化 MS 法60,61)で定性分析する．残存

毒性は，セルバイオアッセイ法64,65)や酵素活性測定

法66,67)などにより測定する．

ウイルスに対しては，吸着・無毒化したのちの残

存ウイルス粒子，処理ウイルスの定性・定量をする

ことにより，除染の評価，分解機構の推定でき

る．68)残存ウイルス，処理ウイルスは，プラーク形

成試験により増殖性の定量をし，電子顕微鏡により

形態観察をする．ホスト細胞吸着活性は，SPR 法

などによるレセプター結合能測定法を用いて行う．

遺伝子核酸は，ゲル電気泳動法やリアルタイム

PCR 法により検査する．

細菌，リケッチアは，吸着・無毒化したのちの残

存細菌粒子，処理細菌の定性・定量をすることによ

り，除染の評価，分解機構の推定できる．68)残存細

菌，処理細菌は，ATP 生物発光法69)により生細胞

定量をし，コロニー形成試験（微生物本）により増

殖性の定量をし，各種染色後光学顕微鏡，70)電子顕

微鏡により形態観察をする．毒性に関連する生物活

性は，酵素活性測定などにより行う．遺伝子核酸

は，ゲル電気泳動法やリアルタイム PCR 法71)によ

り検査する．

5-2. 既存除染法の検証 既存の除染剤のなか

で最も頻繁に使用されているものについて，その除

染性能，最適な使用法を検証し各除染技術の長所，

短所を特徴化して，現場での活用法として整備し，

初動措置隊にその情報を提供し，現場の指針とする

ことが求められる．筆者らは，次亜塩素酸塩及び水

酸化ナトリウム水溶液の揮発性化学剤に対する湿式

分解性能を実験的に検討した．サリン，ソマン，タ

ブン，VX，マスタードガス，窒素マスタード 1，2，

3 を最終 60 mg/ml 濃度とし除染剤水溶液に添加し

て，密閉下 25°C で一定時間振とうしてジクロロメ

タンで残存化学剤を抽出し（VX，窒素マスタード

に対してはトリスヒドロキシアミノメタンを抽出前

に添加），内部標準物質としてノナデカンを用いて

GC-MS（微極性キャピラリーカラムを用い 40°C か

らの昇温，電子イオン化）で定量した．55)中性水溶

液中では，揮発性化学剤は 3 時間振とうではほとん

ど分解しないが，神経ガスはアルカリ性条件下で水

酸化ナトリウム濃度依存的に分解した．2 分間反応

での半減化濃度はサリン，ソマン，タブンに対して

12 mM，VX に対しては数百 mM であった．マス

タードガス，窒素マスタードは pH 非依存的に分解

した．マスタードガス，窒素マスタード 3 は水溶液

中不安定で半減期は約 10 分であった．次亜塩素酸

塩は揮発性化学剤を分解し，2 分間反応での半減化

濃度はマスタードガス，タブン，窒素マスタード

1，サリン，ソマンに対して有効塩素濃度 0.001％，

0.002％，0.003％，0.005％，0.03％程度であった．

VX，窒素マスタード 2,3 に対しては 0.20.5％であ

った．VX や窒素マスタードは除染剤に抵抗性であ

る．

枯草菌（Bacillus subtilis）は，炭疽菌と同様

Bacillus 属細菌であり，炭疽菌の安全な擬剤として

検証に用いられる．枯草菌の栄養細胞と芽胞を調製

し，次亜塩素酸塩溶液に 1×109 個/ml となるよう

に添加して，25°C で 30 分間振とうし，滅菌水で洗

浄後コロニー形成能を調べた．栄養細胞と芽胞に対

する半減化濃度は，0.002％以下，0.1％程度であっ

た．

関東学院大学工学部と科警研は，Flavobacterium

属細菌由来の OPH に注目して，本遺伝子の改変も



hon p.14 [100%]

6666 Vol. 129 (2009)

見据えて，本 OPH 遺伝子を pET32b プラスミドに

組み込み，この遺伝子組換え大腸菌に OPH を発現

させ，72)神経ガス分解性能を検討している．発現酵

素は，元株細菌から調製した OPH 試料と比較して

金属イオン（コバルト，亜鉛）要求性に関して異な

ったプロフィールを示すが，同程度の比活性値でパ

ラオキソン加水分解活性を有し，G 剤の分解活性

が顕著で，VX 分解活性は見い出せなかった．部位

特異的変異を導入して，VX に分解性を示し酵素安

定性を付加するように，最適な変異酵素の設計，作

製を行う．また，OPH を支持体に固定する技術を

確立し，バイオリアクター方式の神経ガス除染法を

開発する．

5-3. 新規吸着技術の開発 生物化学剤の除去

は，除染として有効であり，低分子揮発性有機物の

活性炭による吸着，細菌のフィルターによるろ過除

去が民用用途に用いられ，生物化学剤の除去にも適

応可能である．しかし，これら除去技術は非選択的

であり，テロ現場に共存する夾雑物の影響が大き

く，除去素材のキャパシティーを超えると，生物化

学剤は破過して除去能が消失する．特に，現場では

大量の水で生物化学剤を洗い流した洗浄廃液の処理

に困っており，有効な除去処理技術が確立されれば

テロ対策に大きく貢献する．本研究プロジェクトで

は，生物化学剤のみを特異的選択的に認識して結

合・吸着し，テロ現場から速やかに除去する吸着技

術を開発することを目的とした．対象の化学剤，生

物毒素，細菌，ウイルスの毒性・感染機構を鑑み

て，ホスト細胞への結合機構を利用した．多くの生

物毒素タンパク質や細菌，ウイルスは標的分子や宿

主細胞の特有な糖複合体を認識して結合し毒性・感

染性を発揮することが知られているので，このよう

な毒性・感染性原理を除染原理に応用し，対象の危

険物に特異的に結合する糖複合体を検索して，候補

分子の設計を行い，効率的な合成ストラテジーを開

発するものである．本誌上シンポジウムにおいて，

共同研究者の産総研バイオニクス研究センターの鵜

沢浩隆氏が紹介する．糖鎖は，生物毒素の現場検知

法としても有用な分子認識ツールとなる．73)ツール

生物化学剤の分子認識素子として糖鎖を利用できな

い場合には他のツールを検索する．強い結合活性と

特異性を持つ抗体が候補となるがその安定な供給，

素材としての安定性に問題があるので，ファージデ

ィスプレイ法74)を用いて，対象の生物剤に結合する

機能性ペプチドを設計する．その他の分子認識素子

として DNA 及び RNA アプタマー75)やモレキュ

ラーインプリンティングポリマー法76)も活用する．

候補として得られた分子認識素子について，モノリ

ス担体への高密度な固定化方法を考案し，吸着支持

体と調製する．併せて，水や溶媒に溶け難い欠点が

あるフラーレン分子を修飾して両親媒性分子に導

き，水中において安定な擬似リポソーム様の超分子

である，有機ナノカプセル（直径 4050 nm）を創

製し，77)最適条件下で金属イオンや有機分子を内包

する能力と開放する能力を発揮し，生物毒素，細

菌，ウイルスに対して，短時間で効率的に変性・殺

菌を可能にする素材を設計する．ジーエルサイエン

ス株，産総研，科警研，千葉大学農学部の共同で研

究を進めている．

5-4. 新規光触媒技術の開発 次亜塩素酸塩の

ような酸化性試薬は，物質を酸化して分解・変性さ

せ無毒化させるもので，生物化学剤全般の除染に有

効な試薬である．しかし，その毒性は高く，その使

用はテロ現場の人体・施設・環境に少なからずダ

メージを与えてしまい，毒性を低減した酸化剤の活

用が望まれる．光触媒技術はわが国の得意とする基

盤技術であり，基礎的研究に加えて環境・衛生分野

への応用研究も盛んであり，光触媒技術・素材・装

置が既に市場化され，普及している．78)光触媒素材

は，主に酸化チタンからなり，人体に対する毒性が

低い，比較的に安価であることが特徴であり，紫外

線の照射によりその酸化還元活性は半永久的に継続

する．爆発的な酸化力はないが，長期に渡る環境浄

化・除菌が達成され得る．本研究プロジェクトで

は，光触媒を基盤技術とした除染技術を開発するこ

とを目的とする．生物化学剤の除染に光触媒が活用

された研究はほとんどなく，もちろん実用化までに

は至っていない．本誌上シンポジウムにおいて，共

同研究者の産総研環境管理技術研究部門の竹内浩士

氏が紹介する．

酸化チタン粒子を一定の大きさに成型した光触媒

素材を設計・試作し，生物化学剤を用いて，分解，

変性，殺菌の効果を評価し，光触媒素材の最適化を

図る．テロ現場の除染作業においては，紫外線が得

られない状況を考慮し，可視光応答型光触媒技術

（他元素ドープ酸化チタン)79)並びに高性能な可視光
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応答型光触媒（ペルオキソチタン系光触媒)80)を開

発する．また，無機支持体を検索して，適切な素材

を選択し，試作し，除染効果を検証する．さらに，

光触媒コーティング技術を改良して，初動措置隊が

現場で活用する資機材（防護服，防護マスク）に塗

布して自然除染作用を付加させることにより，資機

材の軽量化が可能となり，効率的な現場活動に寄与

できる．加えて，現場で強制的に紫外線を照射する

条件下で吸引エアロゾル中の生物化学剤を効率よく

除染するシステムを設計して，救護所などで用いる

空気清浄装置，自走式洗浄型ロボットを製造する．

6. おわりに

生物化学剤が用いられるテロの現場においては，

猛毒であり種類が多岐に渡る生物化学剤を，安全

に，効率的に，効果的に除染することが被害の拡大

防止，現場の復旧に求められる．しかし，従来行わ

れている方法は経験則に基づく科学のメスの入って

いない方法であり，最先端の科学技術を活用して，

現場ミッションを満たす除染法を早急に確立するこ

とが，安全・安心な社会の構築に求められる．筆者

らは，実剤を用いた評価方法の確立，新規な特異的

吸着技術，新規な光触媒技術を開発して，上記の目

的達成に向けて研究を推進している．薬学関連の技

術をベースとして他研究分野も取り込み，産学官体

制を構築して，欧米技術を凌ぐ現場で使える除染法

の開発を目指している．薬学会が安心・安全な社会

の構築に貢献することが大いに期待される．
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